
　拝啓　時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
日頃は、当協会の事業運営に格別のご支援ご協力を賜り、
厚くお礼申し上げます。標題につきご連絡致します。

外部リンク ＵＲＬ

「お知らせ」　　
◇

◇

◇

◇

◇

◇ R7　衛生週間実施要項

◇ ２０２５賃上げ情報　　　8/21答申    8/26報道発表　　支援内容

◇ 監督署の窓　賃金支払いについて

◇ 災害統計　愛知　西尾

　 西尾労働基準協会ホームページでご確認願います

「講習・セミナー」

「会報」

会員各位 令和７年９月１日
西尾労働基準協会

９月１日㈪掲載

第76回全国衛生週間を迎えるにあたって　　　　愛知労働局長　小林洋子

会報２０２５年９月号　目次のご案内

【事前掲載】９月１７日にししん文化会館で実施する濵田氏講師による
　　　　　　リスクアセスメントセミナー資料を掲載します
　　　※掲載期間　一週間前の９/10～９/20
　　　※当日の資料配布はありません
　　　※WEB申込締切9月5日

【参加案内】　法令化され来期施行　「カスタマーハラスメント支援事業」
　　　　ナンバー１弁護士によるセミナー　9月26日㈮　名古屋能楽堂
　　　　愛知労働局　説明会　労働劇　　 11月18日㈫　中区役所ホール
　　　　労働問題総合対策セミナー　　 　12月 4日㈭　    名古屋公会堂

【11月講習案内】
　化学物質管理者　11月28日㈮  残席31　やり方/CDをご説明/配布
                                                              できる最後の講習です
　アーク溶接　　　11月5,6,8日　残席18
　自由研削といし　11月21日㈮　残席22

⻄尾労働基準協会 (nishio-rouki.com)

【参加案内】
　　　　労働法の基礎を分かりやすく学ぶセミナー
　　　　　１２月３日㈬　西尾コンベンションホール

　　　     　申し込みは　愛知労働基準協会WEBから➡

このセミナーに参加頂けたら 愛知労働局安全方針の

安全経営あいちに賛同できます 是非参加ください

申込みは厚生労働省WEBから



第 76回 全国労働衛生週間を迎えるにあたって 
 

愛知労働局長 小林 洋子 
 
全国労働衛生週間は、昭和 25年から毎年実施され今年で 76回を迎えます。本年度は、 

「ワーク･ライフ･バランスに意識を向けて ストレスチェックで健康職場」 

をスローガンに掲げ、９月１日から 30 日までを準備期間として、10 月１日から７日まで、全国一
斉に実施されます。 
 労働衛生に関わる皆様方のご努力により、職場の衛生管理水準は着実に向上していますが、今な
お多くの業務上疾病が発生しています。新型コロナウイルス感染症を除いた令和 6 年の愛知県内に
おける休業４日以上の業務上疾病の件数は、前年の447件から19.0％増加し532件となっており、
その内、熱中症災害件数は 88件と、対前年比で 28件増加しています。 
また、令和 6年度の長時間労働などを原因とする脳・心臓疾患や精神障害による労災認定件数は、

前年の 77件から 6.5％増加し、82件となったところです。 
さらに、定期健康診断の有所見率は上昇傾向にあり、令和 6年の有所見率は 55.9％と過去最高値

で、労働者の半数を超える方が何らかの所見を抱えながら働かれている状況にあります。 
このような状況の中、令和 7 年６月に施行された改正労働安全衛生規則により、一定の環境・作

業下における熱中症対策が義務化されました。また、先の通常国会で改正労働安全衛生法等が成立
し、労働者数 50人未満の事業場においてもストレスチェックが義務化されるほか、治療と仕事の両
立支援の取組が努力義務化されることとなり、また、化学物質による健康障害防止対策については、
SDSの通知義務違反に罰則が設けられるなど、多岐に渡る改正が順次施行されます。 
一方、石綿解体・改修工事の事前調査・分析調査者の資格が必須であることや、化学物質規制が自

律的管理を基軸としたものに転換されていること等、多種に渡る制度の見直しがすでに行われてい
ます。 
愛知労働局では、令和 5 年度より令和９年度までの 5 か年を計画期間とする第 14 次労働災害防

止推進計画を策定し、「総合的な健康対策」を重点事項の一つとしているところです。 
具体的には、労働安全衛生法令に基づく健康診断、長時間労働面接指導、ストレスチェック等の

健康確保措置と、THP やメンタルヘルス指針等の健康保持増進措置とを相互連携した取組を推進す
るとともに、危険・有害性が確認されたすべての物質に対して、リスクアセスメントを中核とした
自律的管理の推進を図っています。 
事業場の皆様におかれましては、全国労働衛生週間を契機として、現在行われている労働衛生管理、
取組等を再確認していただき、多様化する労働衛生上の課題に取り組むための機会としていただけ
ますようお願いします。 
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愛知労働局長 小林 洋子 
 
全国労働衛生週間は、昭和 25年から毎年実施され今年で 76回を迎えます。本年度は、 

「ワーク･ライフ･バランスに意識を向けて ストレスチェックで健康職場」 

をスローガンに掲げ、９月１日から 30 日までを準備期間として、10 月１日から７日まで、全国
一斉に実施されます。 
 労働衛生に関わる皆様方のご努力により、職場の衛生管理水準は着実に向上していますが、今
なお多くの業務上疾病が発生しています。新型コロナウイルス感染症を除いた令和 6 年の愛知県
内における休業４日以上の業務上疾病の件数は、前年の 447 件から 19.0％増加し 532 件となっ
ており、その内、熱中症災害件数は 88件と、対前年比で 28件増加しています。 
また、令和 6 年度の長時間労働などを原因とする脳・心臓疾患や精神障害による労災認定件数

は、前年の 77件から 6.5％増加し、82件となったところです。 
さらに、定期健康診断の有所見率は上昇傾向にあり、令和 6年の有所見率は 55.9％と過去最高

値で、労働者の半数を超える方が何らかの所見を抱えながら働かれている状況にあります。 
このような状況の中、令和 7 年６月に施行された改正労働安全衛生規則により、一定の環境・

作業下における熱中症対策が義務化されました。また、先の通常国会で改正労働安全衛生法等が
成立し、労働者数 50人未満の事業場においてもストレスチェックが義務化されるほか、治療と仕
事の両立支援の取組が努力義務化されることとなり、また、化学物質による健康障害防止対策に
ついては、SDSの通知義務違反に罰則が設けられるなど、多岐に渡る改正が順次施行されます。 
一方、石綿解体・改修工事の事前調査・分析調査者の資格が必須であることや、化学物質規制が

自律的管理を基軸としたものに転換されていること等、多種に渡る制度の見直しがすでに行われ
ています。 
愛知労働局では、令和 5 年度より令和９年度までの 5 か年を計画期間とする第 14 次労働災害

防止推進計画を策定し、「総合的な健康対策」を重点事項の一つとしているところです。 
具体的には、労働安全衛生法令に基づく健康診断、長時間労働面接指導、ストレスチェック等

の健康確保措置と、THP やメンタルヘルス指針等の健康保持増進措置とを相互連携した取組を推
進するとともに、危険・有害性が確認されたすべての物質に対して、リスクアセスメントを中核
とした自律的管理の推進を図っています。 
事業場の皆様におかれましては、全国労働衛生週間を契機として、現在行われている労働衛生

管理、取組等を再確認していただき、多様化する労働衛生上の課題に取り組むための機会として
いただけますようお願いします。



令和７年度全国労働衛生週間実施要綱 

  

１ 趣旨  

全国労働衛生週間は、昭和 25 年の第１回実施以来、今年

で第 76 回を迎える。 

この間、全国労働衛生週間は、国民の労働衛生に関する意

識を高揚させ、事業場における自主的労働衛生管理活動を通

じた労働者の健康確保に大きな役割を果たしてきたところで

ある。  

労働者の健康をめぐる状況については、高齢化の進行によ

り、一般健康診断の有所見率が上昇を続けているほか、何ら

かの疾病を抱えながら働いている労働者が増加するととも

に、女性の就業率が上昇し、働く女性の健康問題への対応も

課題となっている。 

このほか、業務上疾病は引き続き高い発生件数で推移して

おり、熱中症や腰痛など、気候変動、高齢化等の要因による

業務上疾病の発生が増加している傾向にある。 

こうした労働環境を取り巻く変化に対応し、あらゆる労働

者が健康に働き続けるためには、職場における健康管理はも

とより、女性の健康への対応、治療と仕事の両立支援、高年

齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくりの推進が重

要である。  

他方、業務災害に係る過労死等事案の労災認定件数は、令

和６年度には 1,296 件となっており、引き続き過労死等を

防止するためには、働き方改革の推進と相まって、長時間労

働による健康障害の防止対策の推進が必要である。 

また、業務災害に係る過労死等事案の労災認定件数のう

ち、業務災害に係る精神障害による労災認定件数は令和６年

度には 1,055 件と過去最多となっており、職場におけるメ

ンタルヘルス対策の取組の一層の促進が必要となっている。  

特に、小規模事業場におけるメンタルヘルス対策を含めた

労働者の健康確保や取組の推進が重要である。  

化学物質による健康障害防止については、国が行う化学品

の危険性・有害性の分類（GHS 分類）の結果、危険性・有害

性があると区分された全ての化学物質を対象として、事業者

がリスクアセスメントを実施し、その結果に基づき、ばく露

防止措置を適切に実施する制度（自律的管理）が令和６年度

に全面的に施行されている。 

今後も対象となる化学物質の数は順次拡大し、幅広い業種

で対応が必要になることから、引き続き自律的管理の定着・

推進に向けた取組が必要である。  

また、職業がんの労災補償の新規支給決定者は、石綿によ

る中皮腫・肺がんを中心に年間約 1,000 人にも及ぶとこ

ろ、石綿の製造・使用等が禁止される前に石綿含有建材を用

いて建設された建築物が今なお多数現存している。 

その解体工事が 2030 年頃をピークとして、増加が見込ま

れる中、解体・改修前に義務付けられている石綿の有無に関

する事前調査や石綿の発散防止措置が適切に講じられていな

い事例が散見されたことを踏まえ、一定の建築物や工作物な

どの解体・改修工事については、資格者による事前調査や、

石綿事前調査結果報告システムを用いた報告の義務化など、

石綿によるばく露防止対策の強化を進めている。 

  このような状況を踏まえ、第 14 次労働災害防止計画（以

下、「14 次防」という。）において、令和５年度より「自発

的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発」や「労働者

（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害

防止対策の推進」、「労働者の健康確保対策の推進」、「化学物

質等による健康障害防止対策の推進」等合計８つの重点を定

め、労働災害防止対策を進めており、今年度で３年目を迎え

る。  

これらに加え、令和７年５月に公布された労働安全衛生法

等の改正法により、労働者数 50 人未満の小規模事業場に対

してストレスチェックの実施が義務付けられた（施行日は公

布後３年以内に政令で定める日）。 

また、危険性・有害性情報の通知義務（SDS の交付等の義

務）に罰則を設けることや、個人ばく露測定を作業環境測定

として位置づけ、作業環境測定士に実施させること等も新た

に規定されている。  

さらに、令和７年６月に公布された労働施策総合推進法の

改正法により、治療と仕事の両立支援のための必要な措置を

講じることが事業主の努力義務とされた（施行日は令和８年

４月１日）。  

また、職場における熱中症による死亡者数が３年連続で 

30 人を超えている状況等を踏まえ、熱中症による死亡災害

の減少に向けて、熱中症のおそれがある作業者を早期に発見

するための体制整備、熱中症の重篤化を防止するための措置

手順の作成、これらの体制や手順の関係作業者への周知を内

容として労働安全衛生規則を改正し、令和７年６月１日に施

行されたところである。  

こうした背景を踏まえ、今年度は、「ワーク･ライフ･バラ

ンスに意識を向けて ストレスチェックで健康職場」をスロ

ーガンとして全国労働衛生週間を展開し、事業場における労

働衛生意識の高揚を図るとともに、自主的な労働衛生管理活

動の一層の促進を図ることとする。  

  

２ スロ－ガン   

「ワーク･ライフ･バランスに意識を向けて 

ストレスチェックで健康職場」  

  

３ 期 間   

10 月１日から 10 月７日までとする。   

なお、全国労働衛生週間の実効を上げるため、９月１日か

ら９月 30 日までを準備期間とする。   

  

４ 主唱者   

厚生労働省、中央労働災害防止協会   

   

５ 協賛社   

建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止

協会、港湾貨物運送事業労働災害防止協会、林業・木材製造

業労働災害防止協会  

  

６ 協力者   

関係行政機関、地方公共団体、安全衛生関係団体、労働団

体及び事業者団体   

  

７ 実施者   

各事業場   

  

８ 主唱者、協賛者の実施事項  

  以下の取組を実施する。  

(1) 労働衛生広報資料等の作成、配布を行う。   
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(2) 雑誌等を通じて広報を行う。   

(3) 労働衛生講習会、事業者間で意見交換・好事例の情報 

交換を行うワークショップ等を開催する。   

(4) 事業場の実施事項について指導援助する。   

(5) その他「全国労働衛生週間」にふさわしい行事等を行 

う。 

  

９ 協力者への依頼   

主唱者は、上記８の事項を実施するため、協力者に対し、

支援、協力を依頼する。   

  

10 実施者の実施事項   

労働衛生水準のより一層の向上及び労働衛生意識の高揚を

図るとともに、自主的な労働衛生管理活動の定着を目指し

て、各事業場においては、事業者及び労働者が連携・協力し

つつ、次の事項を実施する。   

(1) 全国労働衛生週間中に実施する事項   

ア 事業者又は総括安全衛生管理者による職場巡視   

イ 労働衛生旗の掲揚及びスローガン等の掲示   

ウ 労働衛生に関する優良職場、功績者等の表彰   

エ 有害物の漏えいによる事故、酸素欠乏症等による事 

故等緊急時の災害を想定した実地訓練等の実施   

オ 労働衛生に関する講習会・見学会等の開催、作文・ 

写真・標語等の掲示、その他労働衛生の意識高揚の 

ための行事等の実施   

(2) 準備期間中に実施する事項   

下記の事項について、日常の労働衛生活動の総点検を 

行う。   

ア 重点事項  

（ア）過重労働による健康障害防止のための総合対策に 

関する事項  

ａ 時間外・休日労働の削減、年次有給休暇の取得促 

進及び勤務間インターバル制度の導入など労働時 

間等の設定の改善による仕事と生活の調和（ワー 

ク・ライフ・バランス）の推進  

ｂ 事業者による仕事と生活の調和（ワーク・ライ 

フ・バランス）の推進や過重労働対策を積極的に 

推進する旨の表明  

ｃ 労働安全衛生法に基づく労働時間の状況の把握や 

長時間労働者に対する医師 の面接指導等の実施の 

徹底  

ｄ 健康診断の適切な実施、異常所見者の業務内容に 

関する医師への適切な情報提供、医師からの意見 

聴取及び事後措置の徹底  

ｅ 小規模事業場における地域産業保健センターの活 

用  

（イ）「労働者の心の健康の保持増進のための指針」等 

に基づくメンタルヘルス対策の推進に関する事項  

ａ 事業者によるメンタルヘルス対策の表明  

ｂ 衛生委員会等における調査審議を踏まえた「心の 

健康づくり計画」の策定、実施状況の評価及び改 

善  

ｃ ４つのメンタルヘルスケア（セルフケア、ライン 

によるケア、事業場内産業保健スタッフ等による 

ケア、事業場外資源によるケア）の推進  

ｄ 労働者が産業医や産業保健スタッフに直接相談で 

きる仕組みなど、労働者が安心して健康相談を受 

けられる環境整備  

ｅ ストレスチェック制度の適切な実施（実施結果の 

労働基準監督署への報告を含む）の徹底、ストレ 

スチェック結果の集団分析及びこれを活用した職 

場環境改善の取組  

ｆ 職場環境等の評価と改善等を通じたメンタルヘル 

ス不調の予防から早期発見・早期対応、職場復帰 

における支援までの総合的な取組の実施  

ｇ 「自殺予防週間」（９月 10 日～９月 16 日）等を 

とらえた職場におけるメンタルヘルス対策への積 

極的な取組の実施  

ｈ 産業保健総合支援センターにおけるストレスチェ 

ックの実施等のメンタルヘルス対策に関する支援 

の活用  

ｉ 地域産業保健センター（高ストレス者の医師の面 

接指導等の産業保健サービス）の活用  

（ウ）小規模事業場における産業保健活動の充実に関す 

る事項  

ａ 産業医、産業保健師等の活用による産業保健活動 

の充実  

ｂ 一般健康診断結果に基づく事後措置の徹底  

ｃ ストレスチェックの実施、ストレスチェック結果 

の集団分析及びこれを活用した職場環境改善の取 

組の推進  

ｄ 小規模事業場における地域産業保健センターの活 

用  

（エ）「事業場における治療と仕事の両立支援のための 

ガイドライン」に基づく治療と仕事の両立支援対 

策の推進に関する事項  

ａ 事業者による基本方針等の表明と労働者への周知  

ｂ 研修等による両立支援に関する意識啓発  

ｃ 相談窓口等の明確化、社内における両立支援体制 

の整備  

ｄ 個人情報保護のための適切な情報管理  

ｅ 両立支援に関する休暇・勤務制度等の整備  

ｆ 両立支援コーディネーターの活用  

ｇ 産業保健総合支援センターによる支援の活用  

（オ）女性の健康課題の理解促進に関する事項  

ａ 女性の健康課題に関する健康教育や相談体制の整 

備等の取組の実施  

ｂ 産業保健総合支援センターにおける事業者や人事 

労務担当者、産業保健スタッフ向けの女性の健康 

課題に関する専門的研修の受講  

      ｃ 産業保健総合支援センターにおける女性の健康課 

題 に関する相談窓口の活用  

（カ）労働者の作業行動に起因する労働災害（転倒・腰 

痛災害）防止対策  

ａ 高年齢労働者が安全に働き続けることができるよ 

う、「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイ 

ドライン」（エイジフレンドリ―ガイドライン）を 

踏まえ事業場の実情に応じた施設、設備、装置等 

の改善及び体力の低下等の高年齢労働者の特性を 

考慮した、作業内容等の見直し 

ｂ 「職場における腰痛予防対策指針」に基づく腰痛 

の予防対策の推進  

       (a) リスクアセスメント及びリスク低減対策の実施  

(b) 作業標準の策定及び腰痛予防に関する労働衛生 

教育（雇入れ時教育を含む。）の実施  

(c) 介護・看護作業における身体の負担軽減のため 
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の介護技術（ノーリフトケア）や介護機器等の 

導入の促進  

(d) 陸上貨物運送事業における自動化や省力化によ 

る人力への負担の軽減  

（キ）「STOP!熱中症 クールワークキャンペーン」に基づ 

く熱中症予防対策の推進等に関する事項  

ａ 熱中症のおそれのある作業者の早期発見のための 

連絡体制の整備等を内容とする改正労働安全衛生 

規則 に基づく措置義務の徹底  

ｂ 暑さ指数（WBGT）の把握とその値に応じた熱中症 

予防対策の実施  

ｃ 作業を管理する者及び労働者に対する労働衛生教 

育の実施  

ｄ 糖尿病、高血圧症など熱中症の発症に影響を及ぼ 

すおそれのある疾病を有する者に対する医師等の 

意見を踏まえた配慮の実施   

ｅ 本年夏季に実施した各熱中症予防対策の取組に関 

する確認 

（ク）「職場における受動喫煙防止のためのガイドライ 

ン」に基づく受動喫煙防止対策に関する事項    

ａ 各事業場における現状把握と、それを踏まえ決定 

する実情に応じた適切な受動喫煙防止対策の実施  

ｂ 受動喫煙の健康への影響に関する理解を図るため 

の教育啓発の実施  

ｃ 支援制度（専門家による技術的な相談支援、喫煙 

室の設置等に係る費用の助成）の活用  

（ケ）「テレワークの適切な導入及び実施の推進のための 

ガイドライン」に基づく労働者の作業環境、健康確 

保等の推進に関する事項  

ａ 「自宅等においてテレワークを行う際の作業環境 

を確認するためのチェックリスト【労働者用】」を 

活用した 作業環境の確保及び改善  

ｂ 「テレワークを行う労働者の安全衛生を確保する 

ためのチェックリスト【事業者用】」を活用した労 

働者の心身の健康確保  

（コ）化学物質による健康障害防止対策に関する事項  

ａ 製造者・流通業者が化学物質を含む製剤等を出荷 

する際のラベル表示・安全データシート（SDS）交 

付等の徹底及びユーザーが購入した際のラベル表 

示・SDS 交付等の状況の確認  

ｂ SDS 等により把握した危険有害性に基づくリスク 

アセスメントの実施とその結果に基づくばく露濃 

度の低減や適切な保護具の使用等のリスク低減対 

策の実施（業種別・作業別の化学物質管理マニュ 

アル（建設業、ビルメンテナンス業、食料品製造 

業など）に基づく対策等の実施を含む）  

ｃ ラベル・SDS の内容やリスクアセスメントの結果 

に関する労働者に対する教育の実施  

ｄ 皮膚接触や眼への飛散による薬傷等や皮膚からの 

吸収等を防ぐための適切な保護具や汚染時の洗浄 

を含む化学物質の取扱上の注意事項の確認  

ｅ 中小規模事業場を中心とした特定化学物質障害予 

防規則等の特別規則の遵守の徹底  

ｆ 危険有害性等が判明していない化学物質を安易に 

用いないこと、また、危険有害性等が不明である 

ことは当該化学物質が安全又は無害であることを 

意味するものではないことを踏まえた取扱物質の 

選定、ばく露低減措置及び労働者に対する教育の 

推進  

ｇ リスクアセスメント対象物健康診断、特殊健康診断 

等による健康管理の徹底  

ｈ 塗料等の剥離作業における剥離剤による健康障害防 

止対策の徹底  

（サ）石綿による健康障害防止対策に関する事項  

ａ 建築物等の解体・改修工事における石綿ばく露防止 

対策の徹底及びこれらの対策の実施に対する発注者 

による配慮の推進  

(a) 有資格者による事前調査の実施、事前調査結果の 

掲示及び備え付けの徹底  

(b) 労働基準監督署に対する届出の徹底  

(c) 隔離・湿潤化の徹底  

(d) 呼吸用保護具等の使用の徹底及び適正な使用の推 

進  

(e) 作業後等の労働者の洗身や工具等の付着物の除去 

の徹底  

(f) 石綿作業主任者の選任及び職務遂行の徹底  

(g) 健康診断の実施の徹底及び離職後の健康管理の推 

進  

(h) 作業実施状況の写真等による記録の徹底  

ｂ 吹付け石綿等の損傷、劣化等により、労働者が石綿 

等にばく露するおそれがある建築物等における吹付 

け石綿、石綿含有保温材等の除去、封じ込め等の徹 

底（貸与建築物等の場合において貸与者等に措置の 

実施を確認し、又は求めることを含む。）  

(a) 労働者が就業する建築物における石綿含有建材の 

使 用状況の把握  

(b) 封じ込め、囲い込みがなされていない吹付け材、 

保温材等の石綿使用の有無の調査  

(c) 建材の損傷、劣化等の状況に関する必要な頻度の 

点検の実施  

(d) 建材の損傷、劣化等の状況を踏まえた必要な除去 

等の実施  

(e) 設備の点検、補修等の作業を外注する場合におけ 

る、吹付け石綿や石綿含有保温材等の有無及びそ 

の損傷、劣化等の状況に関する当該設備業者等へ 

の情報提供の実施  

ｃ 石綿にばく露するおそれがある建築物等において労 

働者を設備の点検、補修等の作業等に臨時で就業さ 

せる場合の労働者の石綿ばく露防止  

(a) 労働者を臨時に就業させる建築物等における吹付 

け石綿や石綿含有保温材等の有無及びその損傷、 

劣化等の状況に関する当該業務の発注者からの情 

報収集の実施  

(b) 労働者が石綿にばく露するおそれがある場合（不 

明な場合を含む。）における労働者の呼吸用保護具 

等の使用の徹底  

ｄ 禁止前から使用している石綿含有部品の交換・廃棄 

等を行う作業における労働者の石綿ばく露防止対策 

の徹底  

(a) 工業製品等における石綿含有製品等の把握  

(b) 石綿含有部品の交換・廃棄等を行う作業における 

呼吸用保護具等の使用等  

（シ）東日本大震災等に関連する労働衛生対策の推進  

    ａ 東京電力福島第一原子力発電所における作業や除染 

作業等に従事する労働者 の放射線障害防止対策の徹 

底に関する事項  
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ｂ 「原子力施設における放射線業務及び緊急作業に係 

る安全衛生管理対策の強化について」（平成 24 年８ 

月 10 日付け基発 0810 第１号）に基づく東京電力福 

島第一原子力発電所における事故の教訓を踏まえた 

対応の徹底に関する事項  

  

イ 労働衛生３管理の推進等  

（ア）労働衛生管理体制の確立とリスクアセスメントを含 

む労働安全衛生マネジメントシステムの確立をはじ 

めとした労働衛生管理活動の活性化に関する事項  

ａ 労働衛生管理活動に関する計画の作成及びその実施、 

評価、改善  

ｂ 総括安全衛生管理者、産業医、衛生管理者、衛生推進 

者等の労働衛生管理体制の整備・充実（総括安全衛生 

管理者、産業医、衛生管理者の選任及びその労働基準 

監督署への報告の徹底を含む）とその職務の明確化及 

び連携の強化  

ｃ 衛生委員会の毎月１回以上の開催と必要な事項の調査 

審議  

ｄ 危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づく必要 

な措置の推進  

ｅ 現場管理者の職務権限の確立  

ｆ 労働衛生管理に関する規程の点検、整備、充実  

（イ）作業環境管理の推進に関する事項  

ａ 有害物等を取り扱う事業場における作業環境測定の実 

施とその結果の周知及びその結果に基づく作業環境の 

改善  

ｂ 局所排気装置等の適正な設置、稼働、検査及び点検の 

実施の徹底  

ｃ 事務所や作業場における清潔保持  

ｄ 換気、採光、照度、便所等の状態の点検及び改善  

（ウ）作業管理の推進に関する事項  

ａ 自動化、省力化等による作業負担の軽減の推進  

ｂ 作業管理のための各種作業指針の周知徹底  

ｃ 適切､有効な保護具等の選択、使用及び保守管理の徹 

底  

（エ）「職場の健康診断実施強化月間」（９月１日～９月 30  

日）を契機とした健康管理の推進に関する事項  

ａ 健康診断の適切な実施、異常所見者の業務内容に関す 

る医師への適切な情報提供、医師からの意見聴取及び 

事後措置の徹底  

ｂ 一般健康診断結果に基づく必要な労働者に対する医師 

又は保健師による保健指導の実施  

ｃ 高齢者の医療の確保に関する法律に基づく医療保険者 

が行う特定健診・保健指導との連携  

ｄ 健康保険法に基づく医療保険者が行う保健事業との連 

携  

ｅ 健康診断以外の産業保健に関する取組の周知・啓発  

（オ）労働衛生教育の推進に関する事項  

ａ 雇入れ時教育、危険有害業務従事者に対する特別教育 

等の徹底   

ｂ 衛生管理者、作業主任者等労働衛生管理体制の中核と 

なる者に対する能力向上教育の実施  

（カ）「事業場における労働者の健康保持増進の指針」等に 

基づく心とからだの健康づくりの継続的かつ計画的な 

実施に関する事項  

（キ）快適職場指針に基づく快適な職場環境の形成の推進 

に関する事項  

（ク）「副業・兼業の促進に関するガイドライン」に基づく 

副業・兼業を行う労働者の健康確保対策の推進に関す 

る事項  

（ケ）「個人事業者等の健康管理に関するガイドライン」に 

基づく個人事業者等が健康に就業するための取組の推 

進に関する事項  

   ａ 健康管理に関する意識の向上等個人事業者等が自身で 

実施する事項の推進  

ｂ 個人事業者等への安全衛生教育や健康診断に関する情 

報の提供等注文者等が実施する事項の推進  

  

ウ 作業の特性に応じた事項  

（ア）粉じん障害防止対策の徹底に関する事項  

ａ 「粉じん障害防止総合対策推進強化月間」（９月１日～ 

９月 30 日）を契機とした「第 10 次粉じん障害防止 

総合対策」に基づく取組の推進  

(a) 呼吸用保護具の適正な選択及び使用の徹底  

(b) ずい道等建設工事における粉じん障害防止対策  

(c) じん肺健康診断の着実な実施  

(d) 離職後の健康管理の推進  

(e) その他地域の実情に即した事項  

ｂ 改正粉じん障害防止規則に基づく取組の推進  

（イ）電離放射線障害防止対策の徹底に関する事項  

（ウ）「騒音障害防止のためのガイドライン」に基づく騒音 

障害防止対策の徹底に関する事項  

  ａ 騒音健康診断の実施  

ｂ 聴覚保護具の使用  

ｃ 騒音障害防止対策の管理者の選任  

（エ）「振動障害総合対策要綱」に基づく振動障害防止対策 

の徹底に関する事項  

（オ）「情報機器作業における労働衛生管理のためのガイド 

ライン」に基づく情報機器作業における労働衛生管理 

対策の推進に関する事項  

（カ）酸素欠乏症等の防止対策の推進に関する事項  

ａ 酸素欠乏危険場所における作業前の酸素及び硫化水素 

濃度の測定の徹底  

ｂ 換気の実施、空気呼吸器等の使用等の徹底  

（キ）建設業、食料品製造業等における一酸化炭素中毒防止 

のための換気等に関する事項  

  

エ 業務請負等他者に作業を行わせる場合の対策  

ａ 請負人等が労働者と同じ場所で就業する場合における 

保護具の着用の周知や立入りが禁止された場所への立 

入禁止の遵守義務等の安全衛生の確保に必要な措置の 

実施  

ｂ 安全衛生経費の確保等、請負人等が安全で衛生的な作 

業を遂行するための配慮  

ｃ その他請負人等が安全衛生に係る事項を円滑に実施 

するための配慮
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業務上疾病発生状況・定期健診有所見率統計 

令和６年 業務上疾病発生状況（愛知局管内） 

 

 

                   業務 

  区分 
製造業 建設業 

貨物取扱業 

運輸交通業 

商業 

金融･広告

業 

保健 

衛生業 
その他 合計 

① 負傷に起因する疾病   92   10  53  77  91  49  372 

   腰痛（内数）   75   8   44  68  85  33   313 

物
理
的
因
子 

② 有害光線による疾病                        

③ 電離放射線による疾病                          

④ 異常気圧下における疾病                          

⑤ 異常温度条件による疾病   19   20   20  7  2  26   94 

 熱中症（内数）   16   20   19  5  2  26   88 

⑥ 騒音による耳の疾病                          

⑦ ②~⑥以外の原因による疾病           4   1        5 

過
度
の
負
担 

⑧ 重激業務による運動器疾病と内臓脱                

⑨ 負傷によらない業務上の腰痛   3         4   2   1   10 

⑩ 振動障害                

⑪ 手指前腕の障害及び頸肩腕症候群   2         3   3  1   9 

⑫ ⑧～⑪以外の原因による疾病   2                     2 

⑬ 酸素欠乏症                        

⑭ 化学物質による疾病（がんを除く）   5   1           1   7 

⑮ じん肺症・じん肺合併症（死亡を除く）                          

 ⑯  病原体による疾病（新型コロナ感染症を除く）   1          11     12 

が
ん 

⑰ 電離放射線によるがん                          

⑱ 化学物質によるがん                        

⑲ ⑰⑱以外の原因によるがん                          

⑳ 過重な業務による脳血管疾・心臓疾患等          2  1     2  5 

㉑ 強い心理的負荷を伴う業務による精神障害 (1)  2          1  2  1 (1) 6 

㉒ その他の業務によることの明らかな疾病   2       1  3   1  3   10 

合      計 (1) 128   31  80  97   112   84 (1) 532 

※ ( )内は、死亡で内数  
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業務上疾病発生状況・定期健診有所見率統計 

令和６年 工業中毒等災害発生状況（愛知局管内） 
 

 

※本表の「休業」は、１日以上の休業を伴う災害で、他の統計値に使用する休業４日以上とは基準が異なります。 

 
業務上疾病発生状況の推移（全国・愛知局管内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

№ 発生月 業 種 被 害 疾 病 名 災 害 の 概 要 原因物質等 

1 3 月 建築設備工事業 休業 2 名 一酸化炭素中毒 

建屋内での下水道切替工事において、コンクリート床面の切断作

業のため、エンジン式発動機を屋内で使用した際、作業者２名が

一酸化炭素中毒になったもの。 

一酸化炭素 

2 4 月 
産業廃棄物 

処理業 
休業 1 名 薬物中毒症 

工場内で圧縮機に取り付けられた産業廃棄物量の検知センサーを

清掃するため、圧縮機の点検口を開けた際、圧縮機内の産業廃棄

物からシンナー臭がし、作業者 1 名が吸引したもの。 

危険・有害物 

3 5 月 その他建設業 休業 4 名 一酸化炭素中毒 

カーボンブラック製造工程のバグフィルターの補修作業中、副生

ガス（水蒸気、窒素、一酸化炭素、水素、二酸化炭素の混合物）が

発生し、作業者４名が一酸化炭素中毒になったもの。 

一酸化炭素 

4 5 月 その他建設業 休業 1 名 一酸化炭素中毒 

窓等を閉じ、養生による密閉状態での改修工事中、エンジン式の

コンクリートカッターで床面切断の際、近傍で散水中の作業者 1

名が一酸化炭素中毒になったもの。  

一酸化炭素 

5 7 月 その他建設業 休業 1 名 一酸化炭素中毒 

窓等を閉じ、養生による密閉状態での改修工事中、エンジン式の

コンクリートカッターで床面切断の際、近傍で散水中の作業者が

一酸化炭素中毒になったもの。 

一酸化炭素 

6 7 月 建築工事業 休業 1 名 一酸化炭素中毒 

工事現場内で、内燃機関を動力とするコンクリートカッターによ

り切断作業中、養生した密閉室内で、排気ガスを吸い込み、作業

者 1 名が一酸化炭素中毒になったもの。 

一酸化炭素 

7 9 月 めっき業 
休業 1 名 

不休 2 名 

臭化水素中毒 

（急性咽頭炎） 

めっき装置の洗浄機の運転開始時に、洗浄機から白色のガスが大

量に発生し、作業者３名が体調不良を訴え、2 名が臭化水素中毒

（内 1 名が休業）、１名が急性咽頭炎と診断されたもの。 

危険・有害物 
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業務上疾病発生状況・定期健診有所見率統計 

傷病別業務上疾病発生状況の推移（愛知局管内） 

 

令和 6年 災害性腰痛発生状況︓業種別（愛知局管内） 

 

 

274
247

309

235

291

222 223
201

222 216 216

263
227

266 274
294

327 323 313

54

46

54

65

37

49 40

28
16 32 18

51

45

62 31
14

28 33 5918

9

8

2

13

9 21

13 9
5

13

28

19

6

11 14

12 10
752

28

28

35

24

22 11

15 14 4 4

8

5

6
6 4

7
0

2

5

4

4

16
1

8 12 5 6

1

12

3
12

30

20 13
11

23

20

8

45

33

34

45 16 24 31

36

79

51
92

28

46

60

88
23

43

25

20

19

25

20

12
23 19

39

20 26 22

29

25

24
21

52

0

100

200

300

400

500

600

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

災害性腰痛

負傷に起因する疾病（腰痛以外）

化学物質による疾病

じん肺症

病原体による疾病

熱中症

その他

434

401

448

369

429

376

350

322
312 305

327

407 413 416

455

409

464
447

532

（件） 
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保健衛生業, 87, 28%

製造業, 75, 24%

商業・金融・広告業, 68, 22%

運輸交通業, 32, 10%

接客・娯楽業, 14, 4%

貨物取扱業, 12, 4%

清掃・と畜業, 7, 2% 建設業, 5, 2% その他の業種, 13, 4%
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業務上疾病発生状況・定期健診有所見率統計 

定期健康診断有所見率の推移（全国・愛知局管内） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検査項目別有所見率の推移（愛知局管内） 
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安全衛生に関するトピックスのご案内 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 令和７年６月から、熱中症の重症化を防止し、死亡災害に至らせないための措置等を内容とした、労働安全
衛生規則の改正が行われ、施行されています。主な改正点は以下のとおりです。 
 
(1) 事業者が熱中症による健康障害を防止するために講ずるべき体制整備と関係作業者への周知 

熱中症を生ずるおそれのある作業を行うときは、あらかじめ、作業に従事する者が熱中症の自覚症状
を有する場合又は作業に従事する者に熱中症が生じた疑いがあることを発見した場合に、その旨を報告
させる体制を整備し、作業に従事する者に対して、その体制の内容を周知してください。 
 

(2) 事業者が熱中症による健康障害を防止するために講ずるべき措置の実施手順の作成と関係作業者への
周知 
熱中症を生ずるおそれのある作業を行うときは、あらかじめ、作業場ごとに、身体冷却など、熱中症

の症状の悪化を防止するために必要な措置の内容やその実施に関する手順を定め、作業に従事する者に
対して、当該措置の内容及やその手順を周知してください。 

      ※「周知」は、報告先などが作業者に確実に伝わることが必要です。 
 

周知方法には、事業場の見やすい箇所への掲示、メールの送付、文書の配布のほか、朝礼における伝達
などの口頭によることがあります。原則、いずれでも差し支えありませんが、伝達内容が複雑である場
合など、口頭だけでは確実に伝わることが担保されない場合や、朝礼に参加しない者がいる場合なども
想定されるため、必要に応じて、複数の手段を組み合わせて行ってください。 
 

■ 愛知労働局ホームページにて、詳細をお伝えしています。  
https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/jirei_toukei/ 
anzen_eisei/nettyusho.html 

熱中症を防ごう︕ 
～職場における熱中症対策の強化について～ 
（令和７年４月 15 日公布 改正労働安全衛生規則） 

https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/jirei_toukei/
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安全衛生に関するトピックスのご案内 

 

■ 労働安全衛生規則等の改正が行われ、化学物質管理の仕組みが、特化
則、有機則等に基づく個別具体的な規制から、自律的な管理を基軸と
する規制へ大きく転換されることとなりました。 
 自律的な管理を行うためには、その基礎となるリスクアセスメントを適切に
行うことが不可欠です。 

 「分からない」、「調べたことがない」ということが無いよう、職場で取り扱
われているモノや作業の過程で発生するモノ等を漏れなく把握しましょう。 

■ 令和 6年 4月 1 日より施行される主な事項は以下のとおりです。 
 通知・リスクアセスメント対象物質が追加されます。 
 濃度基準値が設定された物質を取り扱う屋内作業場では、労働者のばく露の
程度を基準以下にすることが必要になります。 

 皮膚等障害化学物質への接触防止措置が必須となります。 
 化学物質を扱う事業場は、化学物質管理者の選任が必要となります。 
 法令で保護具着用が義務付けられる作業を行う場合は、保護具着用管理責任
者の選任が必要となります。 

 作業環境測定結果が第三管理区分とされた場合の措置が強化
されます。 

■ 愛知労働局ホームページにて、詳細をお伝えしています。 
https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/ 
anzen_eisei/chemical_management.html 
 
 
 

 

■ 令和 2年 7 月から、石綿等の使用の有無の調査（事前調査）の強化等を内容とした、石綿障害予防規則の改
正が数次にわたり行われ、順次施行されています。主な改正点は以下のとおりです。 
(1) 既に規制が始まっている事項 
 事前調査の必要な範囲の拡大（小規模な改修作業も含め、原則全ての解体・改修工事が対象に） 
 事前調査の方法の改正（設計図書等の文書確認と目視による確認の両方が原則に） 
 事前調査及び分析調査の調査者の要件の追加（建築物・船舶の事前調査及び分析調査について知識等を
有する者による実施が必要に） 

 事前調査の記録の保存等（所定事項を記録の上、調査終了日から３年間保存が必要に） 
 事前調査結果報告の開始（一定規模以上の解体・改修工事は、電子システムによる報告が必要に） 
(2) これから規制が始まる事項 
 工作物の事前調査を、知識等を有する者に行わせること（令和８年１月 1日から） 
※施行日までに講習の受講等をお願いします。 

■ 愛知労働局ホームページにて、詳細をお伝えしています。 
https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/ 
anzen_eisei/ishiwatasoku_kaisei.html 

 
 
 

 

■ 近年、仕事や職業に関して強い不安やストレスなどを感じている労働者の割合が高くなっており、また心
の健康障害での通院者や、自殺者数が高い数値で推移しています。労働者の心の健康状態を確保するため
に、法令で定められた事項に限らず、積極的にメンタルヘルス対策に取り組みましょう。 

■ 愛知労働局ホームページにて、詳細をお伝えしています。 
https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/ 
anzen_eisei/newpage_00001.html 

新たな化学物質管理について 
（令和４年２月 24 日・５月 31 日公布 ／ 令和４年５月 31日から順次施行） 

石綿ばく露防止対策を徹底しましょう 
（令和２年７月１日ほか公布 改正石綿障害予防規則等） 

職場におけるメンタルヘルス対策に取り組みましょう 

https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/
https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/
https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/
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安全衛生に関するトピックスのご案内 

 
① 個人事業者等の安全衛生対策の推進 

労働者と同じ場所で働く個人事業者等を労働安全衛生法による保護の対象及び義務の主体として位置づけ、 
注文者等や個人事業者等自身が講ずべき措置を定めました。 

 ⑴ 注文者等の配慮                               （R7.5.14 施行） 
     注文者などへの注文時の施工方法や工期などに対する配慮規定について、建設工事以外の注文者にも広く 

適用されるように明確化しました。 
 ⑵ 混在作業場所における元方事業者等への措置義務対象の拡大       （R8.4.1 施行） 
     （特定）元方事業者が混在作業場所において、自社及び関係請負人等に雇用されている労働者の災害防止の 

ために講ずべき必要な指導や連絡調整等の措置について、対象が個人事業者等を含む作業者に拡大されま 
した。 

 ⑶ 業務上災害報告制度の創設                         （R9.1.1 施行） 
      個人事業者等の業務上災害が発生した場合には、災害発生状況などについて、厚生労働省に報告させるこ

とができることとしました。 
      報告主体や報告事項などの報告の仕組みの詳細は今後、関連する法令等により示すこととしています。 
 ⑷ 個人事業者等自身への義務付け                      （R9.4.１施行） 
      個人事業者等自身に対して、労働者と同一の場所において作業を行う場合に、構造規格や安全装置を具備

しない機械などの使用禁止などを義務付けることとしました。 
 ⑸ 作業場所管理事業者への連絡調整措置の義務付け             （R9.4.1 施行） 
      作業場所管理事業者（仕事を自ら行う事業者であって、当該仕事を行う場所を管理するものをいいます。）

に対して、管理する場所において、自社または請負人の作業従事者のいずれかが、危険・有害な業務を行
う場合に、災害防止の観点から、作業間の連絡調整等の必要な措置を講ずることが義務付けられました。 

 
② 職場のメンタルヘルス対策の推進   （公布後３年以内に政令で定める日から施行） 

ストレスチェックについて、現在当分の間努力義務となっている常用労働者 50 人未満の事業場において 
も、ストレスチェックや高ストレス者への面接指導の実施が義務付けられました。 
国においても小規模事業者が円滑に制度改正に対応できるよう 50 人未満の事業場に即したストレスチェ 
ックの実施体制・実施手法についてのマニュアルの作成や、医師による高ストレス者への面接指導の受け 
皿となる地域産業保健センター（地さんぽ）の体制拡充などの支援を進めていきます。 

 
③ 化学物質による健康障害防止対策等の推進 
 ⑴ 危険性及び有害性情報の通知制度の履行確保  （公布後５年以内に政令で定める日から施行） 
     化学物質の譲渡・提供時における危険性及び有害性情報の通知（SDS︓安全データシートの交付）の履行確 

保のため、通知義務違反に対する罰則が新たに設けられるとともに、通知事項を変更した場合の再通知が義 
務化されました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

労働安全衛生法及び作業環境測定法改正の主なポイントについて 
令和８（2026）年 1 月１日から段階的に施行されます 

※一部は公布日（令和７年５月 14 日）に施行済み 
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安全衛生に関するトピックスのご案内 

 ⑵ 営業秘密である成分に係る代替化学品名等の通知             （R8.4.1 施行） 
    SDS について、化学物質の成分名に企業の営業秘密情報が含まれる場合は、有害性が相対的に低い化学物

質に限り、通知事項のうち成分名について、代替化学名等（※）での通知が認められることとなりました。 
      なお、代替化学名等での通知を行った事業者は実際の成分名等の情報についての記録・保存が義務付けら

れました 
      また、当該事業者は医師が診断及び治療のために成分名の開示を求めた場合は、直ちに成分名の開示を行

うことが義務付けられました。 
※代替化学名等︓当該成分の化学名における成分の構造または構成要素を表す文字の一部を省略・置き

換えた化学名などを言いますが、詳細な代替化学名等の表示方法などについては国が
指針を定める予定です。 

なお、非開示とできるのは成分名のみであり、人体に及ぼす作用、講ずべき措置等については、非開示は 
認められません。 

 ⑶ 個人ばく露測定の精度担保                         （R8.10.1 施行） 
   危険有害な化学物質を取り扱う作業場の作業環境に関して、その場所で働く労働者が化学物質にばく露し 

ている程度を把握するために行う個人ばく露測定について、その測定精度を担保するため、個人ばく露測 
定を作業環境測定の一部として位置づけ、有資格者（必要な講習を受講した作業環境測定士など）が作業 
環境測定基準に従って行うことが義務となりました。 

 
④ 機械等による労働災害防止の促進等 
 ⑴ 特定機械等の製造許可及び製造時等検査制度の見直し           （R8.4.1 施行） 
     危険な作業を必要とする特定機械等（ボイラー、クレーンなど）に対して義務付けられている製造許可や製

造時等検査などの制度について、 
     ❶ 製造許可申請の審査のうち、特定機械等の設計が構造規格に適合しているかの審査について、登録を受

けた民間機関が行うことが可能となりました。 
     ❷ 製造時等検査の対象となる機械のうち、移動式クレーン及びゴンドラについても登録を受けた民間機関 

が検査を行うことが可能となります。あわせて、特定機械等の製造時等検査・性能検査や、個別検定・ 
型式検定について基準を定め、登録機関がこの基準に従って検査・検定を行わなければならないことと 
されました。 

 
 ⑵ 特定自主検査及び技能講習の不正防止対策の強化             （R8.1.1 施行） 
     フォークリフトなどの一定の機械に対して義務付けられている特定自主検査について、基準を定め、登録 

検査業者はこの基準に従って検査を行わなければならないこととされました。 
     また、フォークリフトの運転業務などの業務に従事するために必要な技能講習について、不正に技能講習 

修了証や、これと紛らわしい書面の交付を禁止するとともに、不正を行った場合の回収命令、欠格期間の 
延長が規定されました。 

 
⑤ 高年齢労働者の労働災害防止の推進                    （R8.4.1 施行） 

高年齢労働者の労働災害の防止を図るため、高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の改善、作業管理など 
の必要な措置を講ずることが事業者の努力義務となりました。 

 
加えて、「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関す
る法律」の改正により、以下の事項が改正されました。 
 
⑥ 治療と仕事の両立支援の推進                        （R8.4.1 施行） 

職場における治療と仕事の両立を促進するために必要な措置を講じることが事業者の努力義務となりました。 
また、国において、当該措置の適切かつ有効な実施を図るための指針を定めることとしており、事業者の方に 
は、指針に基づいた取り組みを行っていただく必要があります。 

 
＜改正安衛法等に係る特設ページ＞ 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun 
/anzen/an-eihou/index_00001.html 

 
＜安全衛生政策全般の紹介＞ 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun 
/anzen/index.html 

 
 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun
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愛知労働局の推進する取組 

 

 

 
 
■ 経営者が持つべき視点として、いわゆる PQCDSME 
 の７つがあり、これらはどれ一つも欠かすことはで 
きず、逆にどれかひとつだけを重視することもでき 
ません。「安全」も、そのうちの一つに組み入れ、課 
題とすべきです。 

■ リスクアセスメントを通じて現場の実態を把握し、 
管理向上させることは、安全性の向上はもとより、生 
産性、品質、原価、納期、士気、環境を同時に向上さ 
せること、さらには企業価値をも向上させることに繋 
がります。 

■ 安全管理を経営課題ととらえ、生産性、品質、原価、 
納期、士気、環境と一体的に、戦略的に管理する経営 
手法、「安全経営」。 
愛知労働局は、「安全経営」の推進を提唱します。 

 

賛同事業場制度 

 
 「安全経営あいち」の普及促進に賛同いただける事業場に対し、「安全経営あいち」の名称、ロ

ゴの無償使用権を許諾いたします。 
 「安全経営あいち」の名称、ロゴを使用することで、「安全経営」に取り組む姿勢と、その基礎

となるリスクアセスメントに積極的に取り組む姿勢とを、同時に事業場内外に示し、企業価値
向上の一助としていただけます。 

 
 愛知県内の事業場であること。 
 「安全経営あいち」の趣旨に賛同し、労働局・労働基準監督署の関連する活動に協力いただけ

ること。 
※「協力」とはイベント等における事例発表や人員の派遣といった実務的な支援を求める趣旨ではなく、本制度に対す 

  る賛同や共感をいただくことを目的としたものです。 

 労働局・労働基準監督署が実施する「リスクアセスメント出前講座」又は「リスクアセスメン
ト集団指導」に出席していること。 

 
 申請書に事業場の代表者自らが署名し、管轄の労働基準監督署を通じて愛知労働局へ提出いた

だきます。 
 審査の上、「安全経営あいち」賛同事業場として登録した事業場に対し、登録通知書及びロゴマ

ークのデータ等を交付します。 
 承諾いただける場合には、事業場名等を愛知労働局ホームページで公開します。 

目的 

賛同の要件 

賛同の方法 

詳細はこちら 
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愛知労働局の推進する取組 

 

 

■ 労働安全衛生法令に基づく、健康診断、長時間労働者に対する面接指導、ストレスチェック等は、いずれ
も労働者の健康障害リスクが高まる要因を把握する機会であるといえます。「リスクを踏まえた健康確保
措置」を適切に運用するためには、労働者ごとにこれらの結果情報を一元的に管理し、総合的な評価を行
うべきです。しかし、実際には、それぞれが別個の措置と
して、情報がバラバラに取り扱われているケースが少なく
ありません。 

■ 「リスクを踏まえた健康確保措置」は、主に事業者の義務
とされています。一方で、主に事業者の努力義務とされて
いる THP 指針やメンタルヘルス指針に基づく取組、災害
性腰痛に対応するための腰痛予防対策指針に基づく取組
など「健康保持増進措置」は、優先順位や関係性が正しく
認識されていない例が散見されます。 

■ 治療と仕事の両立支援、テレワークの導入、副業・兼業の
促進、高年齢労働者対策など、多様で柔軟な働き方を認め
る取組みは、継続的な人材確保や生産性向上等を通じ、労
働者全体の健康水準向上にも寄与するものと考えられま
す。しかし、その認識は十分普及しているとは言えません。 

■ 愛知労働局は、「リスクを踏まえた健康確保措置」と「健康保持増進措置」を総合的に推進し、労働者の
心身の健康確保を目指す取組を提唱します。 

  
 

 
■ 愛知労働局及び管下労働基準監督署では、依頼を受けて、複数の事業場の担当者が集まる場に
出向き、リスクアセスメント等について説明する「リスクアセスメント出前講座」を行ってい
ます。（講師料不要） 

 
 出前講座を受けることのできる団体等 

(1) 講座を依頼する団体（以下「依頼団体」という。）が商工会、協同組合その他、事業者により構成
される団体等であることが必要です。  

(2) リスクアセスメントは、事業者の責において行われるものであることから、依頼団体の構成事業場
が、リスクアセスメントの推進に前向きであることが必要です。 

(3) 依頼団体の事務局が愛知県内にあり、構成事業場に愛知県内の事業場が含まれていることが必要
です。なお、構成事業場の所在地が局又は署の管轄範囲を超えていても差し支えありません。 

 お申込み 
● 出前講座を希望される場合は、開催希望日の１か月前までに、団体事務局を管轄する労働基準監督

署あて、所定の申込書及び受講事業場一覧表（予定）を提出してお申込みください。詳細は署担当
者が調整致します。 

～ リスクアセスメントを基礎から学びましょう 
～ 

1 

2 
 

詳細はこちら 

詳細はこちら 



 

18 
 

  
 
 
 
 
  

■愛知労働局ホームページにて、詳細をお伝えしています。 
https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/jirei_toukei/anzen_eisei/ 
sangyohoken_roundtable_2025.html 

 

 

 

 

 

 

 
 

■愛知労働局ホームページにて、詳細をお伝えしています。 
https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/anzen_eisei/ryouritsu_sien.html 

日 時 2025 年 9月 25日（木）13︓30～15︓30 

会 場 ウインクあいち ５階 小ホール１（名古屋市中村区名駅４丁目 4-38）  ※別途、YouTube でのライブ配信も行います。 

参 加 費 無料（会場参加・ライブ配信ともに参加申込みが必要となります。） 

内 容 
・開会あいさつ 
・意見・情報交換 
・フリータイム 

主 催 愛知労働局、愛知労働基準協会 

日 時 2025 年 11 月 14 日（金）13︓30～15︓30 

会 場 
デザインホール 
（名古屋市中区栄３-18-1 ナディアパーク デザインセンタービル３F） 
※別途、LIVE配信 Zoomウェビナーも行います。 

参 加 費 無料 

内容（予定） 
・特別講演 ①これからの健康対策のあり方 経営課題とのかかわり 
      ②戦略的に健康対策に取り組む 経営層とのかかわり 
・事例発表 
・パネルディスカッション など 

共 催 愛知労働局 、 愛知県 、 名古屋市 、労働者健康安全機構愛知産業保健総合支援センター 、愛知労働基準協会 、 愛知健康安全交流会 

https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/jirei_toukei/anzen_eisei/
https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/anzen_eisei/ryouritsu_sien.html
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■愛知労働局ホームページにて、詳細をお伝えしています。 
https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/jirei_toukei/anzen_eisei/anzenkeiei_suishintaikai2025.html 

愛知産業保健総合支援センター 
                産業保健等に関するご相談が無料で受けられます。 
 
 
 
 
 
 
 
 

日 時 2026 年 2月 4日（水）13︓30～16︓00 

会 場 日本特殊陶業市民会館 ビレッジホール （名古屋市中区金山一丁目５番１号） 

参 加 費 無料 

内 容 
経営者が考える「安全」と「経営」 
企業価値向上の礎である現場の実態把握に迫る 
・事例研究、経営者による異業種対談 

主 催 ・ 共 催 主催︓愛知労働局 共催︓（公社）愛知労働基準協会、建設業労働災害防止協会愛知県支部 

https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/jirei_toukei/anzen_eisei/anzenkeiei_suishintaikai2025.html


 

 
 

 



 

令和 7 年 8 月 21 日 

 

 

 

愛知労働局長 

小林 洋子 殿 

 

 

 

     愛知地方最低賃金審議会 

     会 長 中 山 徳 良 

 

 

 

愛知県最低賃金の改正決定について（答申） 

 

当審議会は、令和 7 年 7 月 3 日付け愛労発基 0703 第 1 号をもって貴職から諮

問のあった標記のことについて、慎重に審議を重ねた結果、別紙１のとおりの結論に

達したので答申する。 

また、平成 20 年 8 月 6 日付け中央最低賃金審議会の「平成 20 年度地域別最低

賃金額改定の目安について（答申）」の考え方に基づき最新のデータにより比較した

ところ、別紙２のとおり令和 5 年 10 月 1 日発効の愛知県最低賃金（時間額 1,027

円）は、令和 5 年度の愛知県の生活保護費を下回っていなかったことを申し添える。 

なお、愛知県最低賃金の改正決定に伴い、県下の最低賃金制度を適正に運営するに

当たっては、愛知労働局に対して、令和 7 年 8 月 4 日付け「令和 7 年度地域別最

低賃金額改定の目安について（答申）」の記４ないし 13 に留意しつつ、最低賃金・

賃金の引上げに向けた中小・小規模企業等への支援の強化を要望する。 

  



別紙１ 

 

愛知県最低賃金を次のとおり改正決定すること。 

 

１ 適用する地域 

愛知県の区域 

 

２ 適用する使用者 

前号の地域内で事業を営む使用者 

 

３ 適用する労働者 

前号の使用者に使用される労働者 

 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

１時間 1,140 円 

 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

６ 効力発生の日 

令和 7 年 10 月 18 日 

 

  



別紙２ 

愛知県最低賃金と生活保護費との比較について 

 

１ 最低賃金 

（１）件名  愛知県最低賃金 

（２）最低賃金額 時間額1,027円 

（３）発効日 令和5年10月1日 

 

２ 生活保護費 

（１）比較対象者 18歳～19歳・単身世帯 

（２）対象年度 令和5年度 

（３）生活保護費（令和5年度） 

生活扶助基準（第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費）の愛知県内人口加重平

均に住宅扶助の実績値を加えた金額（104,379円） 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

上記１の（2）に掲げる金額の1か月換算額（注）と上記２の（3）に掲げる金額と

を比較すると愛知県最低賃金が下回っているとは認められなかった。 

 

（注）1か月換算額 

1,027円（愛知県最低賃金）×173.8（1か月平均法定労働時間数）×0.807

（令和5年度可処分所得の総所得に対する割合）＝144,044円 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報道関係者 各位  
 

 

愛知県最低賃金の改正について 
 

１ 愛知地方最低賃金審議会（会長 中山徳良）は、本年 7 月３日(木)、愛知労働

局長(局長 小林洋子)から愛知県最低賃金の改正決定に係る諮問を受け、審議

を重ねた結果、8 月 21 日(木)、愛知労働局長に対し、現行の愛知県最低賃金時

間額 1,077 円を 63 円引上げ、時間額 1,140 円に改正決定する旨の答申を行い

ました。(裏面参照) 

 

２ この答申を受けて愛知労働局長は、本年 10 月 18 日からの効力発生(予定) 

に向けて異議申出などの所要の手続を行うこととしています。 

 

３ なお、愛知県の最低賃金には、すべての労働者に適用される「愛知県最低賃

金」と特定の産業の労働者に適用される「特定最低賃金」とがあり、今回答申

を受けたのは「愛知県最低賃金」です。 

「特定最低賃金」については、今後、同審議会において改正決定の審議が 

行われます。 

  

令和 7 年 8 月 26 日(火) 
【照会先】 
愛知労働局労働基準部賃金課 
賃 金 課 長 佐野  晃 
主席地方賃金指導官 佐藤 敬文 

電話番号 052（972）0258 
 

Press Release 



 

 

裏 面 

 

 

「愛知県最低賃金」改正決定状況  

 

 

令和 7 年 8 月２１日答申 

 現行最低賃金額 答申最低賃金額 参 考 

 
効力発生日 

令和 6 年 10 月 1 日 

効力発生予定日 

令和 7 年 10 月 18 日 
引上額 引上率 

前年の 

引上額 

時間額 1,077 円 1,140 円 63 円 5.85 ％ 50 円 

 

（参考） 

１ 愛知県の事業所数は、343,572 事業所、従業者数は 4,056,894 人です。 

(令和３年経済センサス-活動調査 集計 第１－１表 2021 年 6月 1日調査) 

 

２ 愛知労働局ホームページにおいても情報提供しています。 



 

  

１．賃金引上げに関する支援 

①業務改善助成金  ②中小企業向け賃上げ促進税制 

問い合わせ先 

・業務改善助成金コールセンター 

0120-366-440（平日 9:00～17:00） 

・雇用環境・均等部企画課 052-857-0313 

  問い合わせ先 

・中小企業税制サポートセンター 

 

事業場内で最も低い時間給（事業場内最低賃金）を一定額以

上引き上げ、生産性向上に資する設備投資等（機械設備の導入、

人材育成・教育訓練や国家資格者によるコンサルティング）を

行う中小企業・小規模事業者に、その設備投資等に要した費用

の一部を助成する制度です。一定の要件を満たすと、助成上限

額・助成対象経費の特例的な拡充が受けられます。 

 

 青色申告書を提出している中小企業者等が、一定の要件を満た

した上で賃金引上げを行った場合、その増加額の一定割合を法人

税額（個人事業主は所得税額）から控除できる制度です。 

 

２．生産性向上に関する支援 

③中小企業省力化投資補助金  
④サービス等生産性向上 IT 導入支援 

事業費補助金 

問い合わせ先 

・中小企業省力化投資補助事業コールセンター 

0570-099-660（9:30～17:30／月曜～金曜

（土・日・祝日除く）） 

  問い合わせ先 

・サービス等生産性向上IT 導入支援事業事務局 

0570－666－376 

 

人手不足に悩む中小企業等に対して、カタログから選ぶよう

に簡易で即効性ある省力化投資を支援する「カタログ注文型」

と、事業内容に合わせて多様な設備やシステムが導入できる

「一般型」により、省力化投資を後押しします。 

 

 中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、

業務効率化や DX 等に向けた IT ツール（ソフトウェア、アプリ、

サービス等）の導入を支援します。 

⑤ものづくり・商業・サービス生産性 
向上促進補助金 

 ⑥小規模事業者持続化補助金 

問い合わせ先 

・ものづくり補助金事務局サポートセンター 

050-3821-7013（10:00～17:00 土日祝日

及び 12/29～1/3 を除く） 

  問い合わせ先 

＜商工会の管轄地域で事業を営む方＞ 

・商工会地区事務局 問合せ先は URL 参照 

https://www.jizokukanb.com/jizokuka̲r6h/ 

＜商工会議所の管轄地域で事業を営む方＞ 

・商工会議所地区事務局 03－6634－9307 

  https://r6.jizokukahojokin.info/ 

 

中小企業・小規模事業者等の生産性向上に資する革新的な新

製品・新サービスの開発や、海外需要開拓等を行う事業のため

に必要な設備投資・システム構築等を支援します。 

 小規模事業者が経営計画を作成し、その計画

に沿って行う販路開拓等の取組を支援します。 

   

３．下請取引の改善・新たな取引先の開拓に関する支援 

⑦労務費の適切な転嫁のための価格交渉 
に関する指針 

 
⑧下請適正取引等の推進のための 

ガイドライン 

問い合わせ先 

・公正取引委員会事務総局経済取引局取引部  

企業取引課 優越的地位濫用未然防止対策 

調査室 03-3581-3378 

  問い合わせ先 

・中小企業庁取引課 03-3501-1669 
 

労務費の上昇を取引価格に適切に転嫁し、中小企業が賃上げ

の原資を確保できるようにするため、発注者・受注者がとるべ

き行動指針・取組事例をまとめています。 

 親事業者と下請事業者との望ましい取引関係を構築するため

に、業種別の下請適正取引等の推進のためのガイドライン（下請

ガイドライン）を策定しています。 

   

最低賃金・賃金引上げに向けた 

中小企業・小規模事業者への支援 

商工会地区 

商工会議所 
地区 



４．その他、雇用（人材育成）に関する支援 

 
 
 

 

 

 

（R7.6） 

⑩キャリアアップ助成金 

問い合わせ先 

・都道府県労働局又はハローワーク 

 

非正規雇用労働者の企業内での正社員転換等のキャリア

アップを促進し、同一労働同一賃金に取り組む際や、「年収

の壁」を意識せず働ける環境を整備するために処遇改善の

取組を実施した事業主に対して助成します。 

⑨働き方改革推進支援助成金 

問い合わせ先 

・雇用環境・均等部企画課 052-857-0313 
  

労働時間削減や年次有給休暇等の取得促進、勤務間イ

ンターバルの導入に向けた環境整備を目的として、外部

専門家によるコンサルティング、労務管理用機器等の導

入等を実施した場合にコースに応じた上限額を助成しま

す。賃上げ額（３％～７％以上）に応じて助成上限額の加

算もあります。  

５．相談窓口 

⑪よろず支援拠点  ⑫中小企業向け補助金・総合支援サイト 
「ミラサポ plus」 

問い合わせ先 

・愛知県よろず支援拠点 

 052-715-3188（電話での事前予約） 

  問い合わせ先 

・ミラサポ plus コールセンター 

050-5370-4340 

 

中小企業・小規模事業者等が抱える様々な経営課題
に無料で相談対応するワンストップ窓口として、「よろ
ず支援拠点」を設置しています。 

 中小企業・小規模事業者の皆さまを対象とした様々な

支援施策（制度）をより「使ってもらう」ことを目指し
た中小企業・小規模事業者向け補助金・総合支援サイト

です。支援制度等の活用事例を簡単に検索でき、電子申

請までサポートします。 
 

   ⑬働き方改革推進支援センター  

問い合わせ先 

・愛知働き方改革推進支援センター 

 0120-006-802 

 

「働き方改革推進支援センター」では、中小企業・小規模

事業者の皆さまの働き方改革の取組を支援することを目的と

して、労務管理等の専門家が無料で、時間外労働の上限規制

や同一労働同一賃金、賃金引上げ、その他働き方改革を広く

支援する取組に関する個別相談やコンサルティングを実施し

ています。ぜひご活用ください。 

  

愛知労働局の問い合わせ先                             

愛知労働局（労働基準監督署、公共職業安定所）所在地一覧 

https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-roudoukyoku/roudoukyoku/sosikizu.html 

 

厚生労働省では、事業主の皆さまの賃上げを支援しています   

厚生労働省 「賃上げ」支援助成金パッケージのご紹介はこちらをチェック  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/package̲00007.html 



賃金規定等を改定し、非正規雇用労働者の基本給を
３％以上賃上げする場合に、キャリアアップ助成金
の「賃金規定等改定コース」が利用できます。

※最低賃金の改定に伴う賃金規定等の改定をした場合も対象になります。

最低賃金近傍で働く雇用者を多く抱える事業者の皆
様には、補助率を２／３に引き上げます。

最低賃金引き上げに伴う
支援・後押しを強化しています

最低賃金引き上げを受けて賃上げに取り組む皆様へ

詳しくは次のページで

（令和７年６月時点版）

本紙は最低賃金引き上げの影響を受けた事業者様向けに厚生労働省の支援策と経済産業省・
中小企業庁の補助事業、賃上げを後押しするその他施策をご紹介するものです。具体的な情
報についてはホームページ等でご確認ください。

厚生労働省、中小企業庁では、

業務改善助成金

事業場内で最も低い時間給を一定額以上引き上げ、
生産性向上等に資する設備投資等を行った場合に、
設備投資等にかかった費用の一部が助成されます。

キャリアアップ助成金

助成金と補助金を組み合わせてご利用いただくことも可能です
賃金引き上げに向けて、是非ご利用ください
※同一の補助対象（設備等）に対する重複利用は不可

I T導入補助金、ものづくり補助金



□事業概要：事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を引き上げ、設備投資等を

行った中小企業・小規模事業者等に、その費用の一部を助成する制度です。

□補助上限：30万円～600万円

□助成率： 3／4 ～ 4／5

□助成対象経費の例

機器・設備の導入：POSレジシステム導入による在庫管理の短縮

経営コンサルティング：国家資格者による、顧客回転率の向上を目的とした業務フロー見直し

その他：顧客管理情報のシステム化

＜業務改善助成金＞

＜キャリアアップ助成金＞

＜ＩＴ導入補助金＞

有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用労働者の
正社員転換、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成します。

対象となる方

雇用保険適用事業所ごとに「キャリアアップ計
画」を作成し、その計画に基づき、右の❶～❻
までのいずれかを実施した事業主。

支援内容
有期雇用労働者等の基本給を定める賃金規定等を3%
以上増額改定し、その規定を適用した事業主に対して、
右記の額の助成を行います。

６万
5,000円

５％以上
６％未満

４万円
３％以上
４％未満

７万円６％以上５万円
４％以上
５％未満

※賃金規定等改定コースの場合

１年度１事業所当たり100人までは、複数回の申請ができます。
職務評価を行ったうえで賃金規定等を改定した場合、有期雇用労働者等の昇給制度を新たに設けた場合は、
助成額の加算が受けられます。
中小企業以外の場合、助成額は上記の2/3程度となります。
最低賃金の改定に伴い、新最低賃金を下回ることとなる等級についてのみ賃金規定等を
増額改定した場合も、助成対象になります。ただし、各都道府県の新最低賃金の公示日
以降、発効日の前日までに賃金規定等の増額改定を行う必要があります。

※助成額は令和７年度の内容です

❶正社員化コース
❷障害者正社員化コース
❸賃金規定等改定コース

❹賃金規定等共通化コース
❺賞与・退職金制度導入コース
❻社会保険適用時処遇改善コース

問合先 都道府県労働局
詳 し く は こ ち ら

申請先
問合先

都道府県労働局雇用環境・均等部（室）
業務改善助成金コールセンター：0120-366-440（受付時間 平日 9:00～17:00）

＜ものづくり補助金＞
□事業概要：業務の効率化やDXの推進、セ

キュリティ対策のための ITツール等の導入

を支援します。

□補助上限：最大450万円

□補助率：１／２～４／５

□最賃特例：指定する一定期間において、3

か月以上地域別最低賃金+50円以内で雇用

している従業員が全従業員数の30%以上い

ることを示した事業者のみなさまには、補

助率を２／３にします。

□事業概要：生産性向上に資する革新的な

新製品・新サービス開発を行う中小企業等

の設備投資等を支援します。

□補助上限：最大4,000万円

□補助率：１／２～２／３

□最賃特例：指定する一定期間において、3

か月以上地域別最低賃金+50円以内で雇用

している従業員が全従業員数の30%以上い

ることを示した事業者のみなさまには、補

助率を２／３にします。

詳 し く は こ ち ら

問合先 問合先サービス等生産性向上IT導入支援事業
コールセンター：0570-666-376

ものづくり補助金事務局サポートセン
ター：050-3821-7013

詳 し く は こ ち ら



・働き方改革推進支援助成金

・人材開発支援助成金

・人材確保等支援助成金

労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り組む中小企業事業主に、外部専門家のコンサル
ティング、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、成果を上げた場合に助成します。

（※1）建設業の場合
（※2）労働者数30人以下の場合は倍額を加算
（※3）別途団体向けのコースあり（助成上限額1,000万円）

＜賃上げを後押しするその他施策＞

・特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）
・早期再就職支援等助成金（雇入れ支援コース、中途採用拡大コース）
・産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）

人材確保のために雇用管理改善につながる制度等の導入や雇用環境の整備により、離職率
低下を実現した事業主に対して助成します。

助 成 額 （ ※ 1 ・ 2 ）区 分

５0万円（４0万円）
①賃金規定制度
②諸手当等制度
③人事評価制度

2５万円（2０万円）
④職場活性化制度
⑤健康づくり制度

導入経費の６２．５％（５０％）⑥作業負担を軽減する機器等

詳しくは▼

（※１）括弧内の金額は、５％以上の賃上げを行った場合以外の助成額又は助成率。
（※２）①～⑤を複数導入した場合の上限額は１００万円（８0万円）。⑥を導入した場合の上限額は187.5万円（１５０万円）。

職務に関連した専門的な知識及び技能を習得させるための職業訓練等を実施した場
合等に訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成します。

賃上げした場合の助成率・額区分（※）

労働者1人１時間あたり
500円・1000円

①賃金助成額

訓練経費の45％～100％
※制度導入に係る助成の場合は、
24万円・36万円

②経費助成率

1人１コースあたり
12万円～25万円

③ＯＪＴ実施助成額

※訓練コース・メニューによって上記区分①～③のいずれが支給されるか異なります（①～③全てが支給される場合もあれば②のみとなる場合もあります。）。

詳しくは▼

助成上限額
コース区分

賃上げ加算基本部分

6～360万円
（※2）

25～550万円業種別課題対応コース（※1）

25～500万円労働時間短縮・年休促進支援コース

50～120万円勤務間インターバル導入コース



・中小企業省力化投資補助金

□概要：事業者が一定率以上の賃上げを実施した場合に、賃上げ額の一部を
法人税などから税額控除できる制度です。

【令和６年４月１日以降に開始する事業年度に適用を受けたい場合】

・働き方改革推進支援センター

・よろず支援拠点

（R７.６)

＜働き方改革や経営改善に向けた相談先＞

労務管理等の専門家が
企業の「働き方改革」や賃金引き上げを無料で支援します！

売上拡大支援

経営上の様々なお悩みの相談に対応します！お気軽にご連絡ください。

売上拡大のための解決策を提案します。
資金繰りや事業再生等に関する経営改善のための経営相談に応じます。
地域の支援機関とのネットワークを活用して、経営課題に応じて的確な
支援機関等を紹介します。

経営改善支援 ワンストップサービス

問合先 各都道府県のよろず支援拠点

全企業・中堅企業
全雇用者の給与等支給額の

増加額の最大35％を税額控除

中小企業
全雇用者の給与等支給額の

増加額の最大45％を税額控除

詳しくは▼

・賃上げ促進税制

コンサルティング セミナー開催

専門家が来所・電話・メールによる相談を承ります。
専門家が企業への訪問、またはオンラインによるコンサルティングを実施します。
企業の取組事例や労働関係助成金の活用方法等に関する、
働き方改革セミナーを開催しています。

問合先

相談支援

各都道府県の働き方改革推進支援センター

□事業概要：人手不足に悩む中小企業等に対して、カタログから選ぶように簡易で即効性ある省力化投
資を支援する「カタログ注文型」と、事業内容に合わせて多様な設備やシステムが導入できる「一般型」により、
省力化投資を後押しします。
□補助上限：（カタログ注文型）最大1000万円（一般型）最大8000万円 ※従業員数による

更に一定の賃上げで、上限額を引き上げ
□補助率：１／３～２／３ 詳 し く は こ ち ら

中小企業省力化投資補助事業 コールセンター : 0570-099-660問合先



 労働時間を適正に把握し正しく賃金を支払いましょう 
 

労働時間は日々適正に把握し、把握した労働時間数に基づいて賃金を計算することが必
要です。 
 日々タイムカード、ＩＣカードにより労働時間を記録していただいているとは思います
が、１日ごとに、一定時間に満たない労働時間を一律に切り捨て、その分の賃金を支払わな
いことは、労働基準法違反となります。 
 今回は、①労働時間について、②労働基準法違反となる取り扱いについて、２点触れさせ
ていただきます。 
 
①労働時間について 
 労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間のことを言います。 
 いわゆる労働者の行為が使用者の指揮命令下に置かれたものと評価することができるか
否かにより客観的に定まるものであります。 
 そのため、労働契約や就業規則等の規定により労働時間と決まるものではなく、客観的に
判断されます。 
 労働時間を客観的に判断する基準として、使用者に拘束されているかどうかで判断され
ます。 
 以下は、労働時間に該当する例になります。 

〇使用者の指示で、就業を命じられた業務に必要な準備行為（着用を義務付けられた所定
の服装への着替え等）や業務終了後の業務に関連した後始末（清掃等）を事業場内において
行った時間。 

〇使用者の指示があれば即時に業務に従事することが求められており、労働から離れる
ことが保証されていない状態で待機等している時間（いわゆる「手待ち時間」）。 
 〇参加が義務付けられている研修・教育訓練の受講や、使用者の指示により業務に必要な

学習等を行っていた時間。 
②労働基準法違反となる取り扱い 
 以下が、労働基準法違反となる取り扱いについてです。 
 〇勤怠管理システムの端数処理機能を使って労働時間を切り捨てている 
 →１日の時間外労働時間のうち 15 分に満たない時間を一律に切り捨て、その分の残業代
を支払っていないこと。 
 〇一定時間以上でしか残業申請を認めない 
 →残業申請を 30 分単位で行うよう指示し、30 分に満たない時間外労働時間（例えば 20
分）については、残業として申請することは認めず、切り捨てた分の残業代を支払っていな
いこと。 
 〇始業前の作業を労働時間として認めていない 



 →タイムカード打刻前の作業（清掃、着用が義務づけられている制服への着替え、朝礼）
を義務付けているが、当該作業を労働時間として取り扱っていないこと。 

 
以上について、簡単に労働時間について触れさせていただきました。 
他にも、事例、解釈等はありますので、ご不明な点などございましたら労働基準監督署ま

でお問い合わせください。 



        ※（　）内は交通事故による死亡者数で内数である。

5 4 8 (1)
食 料 品 製 造 業 1
化 学 工 業 1
鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属 1
金 属 製 品 1 1
一 般 ・ 電 気 ・ 輸 送 用 1 1 3 (1)
そ の 他 2 2 3

1 5 9 (2)
 土 木 工 事 業 1 2 (1)

建 築 工 事 業 3 3
そ の 他 2 4 (1)

4 (3) 1 3 (1)
1 (1) 4 (3) 9 (6)

 卸 売 業 1
小 売 業 1 (1) 3 (2) 7 (5)
そ の 他 1 (1) 1 (1)

1 1 2
2 (1) 1 3 (1)

14 (5) 16 (3) 34 (11)

愛知労働局管内死亡災害発生状況 ( 令和7年8月4日 現在の速報値)

        　                年    別
  業   種

令和7年速報値 令和6年同時期(速報値) 令和6年確定値

合 計

製 造 業

建 設 業

陸 上 貨 物 運 送 事 業
商 業

清 掃 ・ と 畜 業
上 記 以 外 の 事 業
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発生日時 事故の型/起因物 災害発生状況・原因

R7.1.18.

8:45

はさまれ･巻き込まれ 　船舶から粉状の石膏を降ろす作業において、船外の移動式クレーンで船倉内の石
膏をバケットでつかみ、巻き上げたところ、バケットが振れ、船倉内で壁面に付着して
いる石膏を掻き落とす作業をしていた被災者が、バケットと船倉壁面に挟まれ死亡し
たもの。

移動式クレーン
2025

港湾運送業10～29名 40代 1年積み卸し作業者 経
験

事業場
規模

業
種

R7.1.20.

14:30

その他の転倒 　資材置き場で、ショベルローダのバケットに改良土を積み込んだ後、後退し、トラッ
クに積み込むため前進しようとしたところ、ショベルローダーが前輪を中心に前に倒
れ、被災者は運転席（高さ約２ｍ）から転落した。ローダー

2025

土木工事業9名以下 60代 30年その他の運転手 経
験

事業場
規模

業
種

R7.2.4.

16:15

もつれ等 会社倉庫の駐車場においてアスファルトを歩いた際、誤って足がもつれ滑って転倒
し、後頭部をアスファルトで打撲。

起因物なし
2025

道路貨物運送業10～29名 60代 0年貨物自動車運転手 経
験

事業場
規模

業
種

R7.2.6.

12:00

交通事故(道路) 農作物を自動車で運送している途中で、停止していたトラックに気づかず追突し、死
亡したもの。

乗用車、バス、バイク
2025

農業9名以下 50代 年経
験

事業場
規模

業
種

R7.3.6.

8:04

爆発 ラインのショットピーニング作業で発生する粉塵を集塵する一次集塵機において、差
圧計の異常の原因確認を行うため、被災者が集塵機室に立ち入っていたところ、一
次集塵機で小爆発があり、直後小爆発の衝撃で開いた一次集塵機の点検口におい
て大爆発が発生し、爆発により被災者が死亡したもの。

爆発性の物等
2025

輸送用機械等製造業300～499名 40代 10年その他の職種 経
験

事業場
規模

業
種

R7.3.12.

18:00

はさまれ･巻き込まれ 　製造ラインの清掃作業中、製造ライン上の金型と金型上部に設置された局所排気
装置のフード部に頭部を挟まれたもの。病院へ搬送されたが、その後死亡したもの。

その他の一般動力機械
2025

化学工業100～299名 10代 0年製造業 経
験

事業場
規模

業
種

R7.3.15.

7:10

交通事故(道路) ダンプを運転中、カーブを曲がり切れず中央分離帯に衝突した。その後、死亡が確
認されたもの。

トラック
2025

商業9名以下 70代 15年配達員 経
験

事業場
規模

業
種

R7.4.1.

10:30

２メートル未満からの 2階から1階にかけての階段で、掃除機をかけながら後ろ向きに降りていたことろ、階
下に転落し、その後亡くなったもの。

階段・さん橋
2025

▶

清掃･と畜業9名以下 70代 7年清掃員 経
験

事業場
規模

業
種

R7.4.7.

7:24

激突され 被災者他１名がピット内で荷にワイヤーロープをかけていたところ、クレーンが動き、
被災者が荷と壁の間にはさまれたもの。

クレーン
2025

鉄鋼業1000名以上 20代 5年製銑工、製鋼工 経
験

事業場
規模

業
種

R7.5.19.

14:30

はさまれ･巻き込まれ 倉庫のコンテナ内で作業を行っていた被災者が、フォークリフトで荷が積み込まれた
際に、その荷とコンテナ内にある荷との間に挟まれ、亡くなったもの。

フォークリフト
2025

その他の製造業9名以下 60代 年作業員 経
験

事業場
規模

業
種

R7.6.8.

9:35

交通事故(道路) 店舗商品を納品するため路上駐車し、納品終了後次の店舗に向かう前に荷室の荷
物整理を行っていたところ、後方に車両が追突し負傷し、医療機関に救急搬送された
が亡くなったもの。乗用車、バス、バイク

2025

▶

道路貨物運送業30～49名 50代 5年貨物自動車運転者 経
験

事業場
規模

業
種

R7.6.23.

13:25

感電 工場内の電気系統の点検作業において、異常が認められた引込盤の清掃作業を
行っていたところ、当該引込盤の下に設置された別の操作盤に触れたことにより感電
し被災したもの。電力設備

2025

パルプ･紙･紙加工品製造業500～999名 30代 13年作業者・技能者 経
験

事業場
規模

業
種

R7.6.27.

4:00

交通事故(道路) 　交差点付近で、被災者が運転していた大型トラックが、停車していた大型トラックの
後部に追突したもの。
　トラック

2025

▶

道路貨物運送業9名以下 60代 41年貨物自動車運転者 経
験

事業場
規模

業
種

R7.7.15.

12:00

交通事故(道路) 被災者が運転する中型トラックが前方の大型トラックに追突し、心肺停止で死亡が確
認されたもの。

トラック
2025

▶

道路貨物運送業9名以下 40代 年トラック運転手 経
験

事業場
規模

業
種
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2 31 32 土 石 採 取 業

食 料 品 製 造 業 1 4 建 設 業 1 5 4

繊維工業・繊維製品製造業 2 3 道 路 旅 客 運 送 業 1 2

木材木製品・木製家具製造業 1 1 道 路 貨 物 運 送 業 1 9 4

紙加工品製造業・印刷製本業 陸 上 貨 物 取 扱 業

化 学 工 業 1 5 商 業 4 15 12

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 1 1 金 融 ・ 広 告 業 1 1

鉄鋼業 ・ 非鉄金属製造業 1 16 3 保 健 衛 生 業 1 5 9

金属製品、金属家具製造業 4 5 接 客 娯 楽 業 1 5 6

一 般 機 械 器 具 製 造 業 2 2 清 掃 業 3 1

電 気 機 械 器 具 製 造 業 1 ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 2 8 そ の 他 の 事 業 2 7 9

そ の 他 の 製 造 業 1 合　　　計 14 83 77

製
　
　
　
造
　
　
　
業

小　　　　　計

（　　）内は死亡者数を外数で表す。

（令和7年7月末現在）岡崎労働基準監督署西尾支署管内労働災害発生状況

業　　　種
7 年 7 月
受 付 件 数

7 年
発 生 件 数

6 年
同 期

業　　　　種
7 年 7 月
受 付 件 数

7 年
発 生 件 数

6 年
同 期



死傷 死亡 死傷 死亡 増減数 増減率

31 32 -1 -3.1% 

食 料 品 製 造 業 1 4 -3 -75.0% 

繊 維 工 業 2 3 -1 -33.3% 

鉄 鋼 業 8 2 +6 +300.0% 

金 属 製 品 4 4 0 0.0% 

一 般 機 械 器 具 2 2 0 0.0% 

輸 送 機 械 製 造 2 8 -6 -75.0% 

上 記 以 外 の 製 造 業 12 9 +3 +33.3% 

5 4 +1 +25.0% 

土 木 工 事 業 1 1 0 0.0% 

建 築 工 事 業 2 2 0 0.0% 

そ の 他 の 建 設 業 2 1 +1 +100.0% 

9 4 +5 +125.0% 

13 11 +2 +18.2% 

新 聞 販 売 1 +1 －　　

そ の 他 の 小 売 業 12 11 +1 +9.1% 

3 2 +1 +50.0% 

3 6 -3 -50.0% 

3 3 0 0.0% 

3 1 +2 +200.0% 

13 14 -1 -7.1% 

83 0 77 0 +6 +7.8% 合 計

※　死亡者数は内数

飲 食 店

清 掃 ・ と 畜 業

上 記 以 外 の 事 業

通 信 業

社 会 福 祉 施 設

 

陸 上 貨 物 運 送 事 業

小 売 業

建 設 業

令和7年　西尾支署業種別労働災害発生状況
令和7年7月末現在

        　         　　 　　 年    別
  業   種 令和7年 令和6年 増　　減

製 造 業


